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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新株引受権附社債及び転換社債を発行していないため記載してお

りません。 

３．第37期より子会社の資産・売上高等から見て、重要性が乏しいため、連結財務諸表を作成しておりません。

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 7,991,582 － － － － 

経常利益（千円） 69,823 － － － － 

当期純利益 

（△は当期純損失）（千円） 
△35,491 － － － － 

純資産額（千円） 1,790,780 － － － － 

総資産額（千円） 7,943,108 － － － － 

１株当たり純資産額（円） 341.75 － － － － 

１株当たり当期純利益 

（△は１株当たり当期純損

失）（円） 

△6.77 － － － － 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 22.54 － － － － 

自己資本利益率（％） △1.94 － － － － 

株価収益率（倍） △66.43 － － － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
310,704 － － － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△301,572 － － － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△342,940 － － － － 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
674,056 － － － － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

214 

(976) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第37期以降における持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しており

ません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失を計上していること等の理由により記載して

おりません。 

４．第40期より、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 7,729,724 6,816,928 6,109,645 5,567,380 5,391,082 

経常利益 

（△は経常損失）（千円） 
69,025 △106,397 33,713 △70,401 △11,948 

当期純利益 

（△は当期純損失）（千円） 
△35,555 △492,487 △513,906 △182,127 △809,142 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 692,300 692,300 692,300 692,300 951,800 

発行済株式総数（千株） 5,240 5,240 5,240 5,240 6,740 

純資産額（千円） 1,794,109 1,275,929 770,847 591,066 309,186 

総資産額（千円） 7,933,440 7,078,595 6,250,856 5,434,133 4,715,368 

１株当たり純資産額（円） 342.38 243.49 147.10 112.82 45.89 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額）

（円） 

5.00 

(－) 

0.00 

(－) 

0.00 

(－) 

0.00 

(－)

0.00 

(－)

１株当たり当期純利益 

(△は１株当たり当期純損失)

（円） 

△6.78 △93.98 △98.07 △34.76 △145.22 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 22.61 18.02 12.33 10.88 6.56 

自己資本利益率（％） △1.94 △32.08 △50.21 △26.75 △179.76 

株価収益率（倍） △66.31 △3.83 △3.50 △8.63 △2.72 

配当性向（％） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △175,272 298,481 74,111 100,535 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ 364,343 △14,597 167,210 △14,081 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △272,144 △363,786 △584,586 140,678 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ 566,421 486,518 143,255 370,390 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

210 

(975) 

173 

(942) 

154 

(1,007) 

143 

(871) 

142 

(868) 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和41年５月 山口県宇部市に有限会社レストラン五平太を設立（資本金500千円） 

昭和46年７月 麺レストラン『長崎ちゃんめん』直営第１号店を山口県厚狭郡山陽町に出店<長崎ちゃんめん厚

狭店（昭和62年１月閉店）> 

本社工場（セントラルキッチン）を設置、フランチャイズシステムを導入 

昭和48年４月 『長崎ちゃんめん』事業のチェーン展開を図るため、ケンタッキー・フードサービス株式会社

（昭和51年８月株式会社ジー・エフに商号変更）設立 

昭和48年８月 株式会社五平太に組織変更 

昭和49年11月 本格的中国料理レストラン『敦煌』直営第１号店を山口県小野田市に出店<敦煌小野田店> 

昭和57年４月 本社及び本社工場を山口県小野田市に移転 

昭和57年５月 株式会社ジー・エフと合併 

昭和57年12月 本社工場にて「おせち料理」の製造、自社店舗販売開始 

昭和58年７月 本社工場にて手作りハム「高原牧場」の製造、全国的に販売開始 

昭和61年12月 本社工場に「麺の製造ライン」導入、製造を開始 

昭和63年４月 商号を株式会社パオに変更 

平成５年３月 山口県小野田市に本社研修センターを新設 

平成７年11月 広島証券取引所に株式を上場 

平成８年４月 全額出資子会社株式会社華フーズ設立 

平成９年10月 独立制度の一環としてオーナーシステムを導入 

平成12年３月 

  

広島証券取引所と東京証券取引所の合併に伴い、東京証券取引所市場第二部に株式を上場 

㈱グルメ杵屋と業務・資本提携締結 

平成17年９月 ㈱ジー・コミュニケーションと業務提携締結 

平成18年１月 ㈱ジー・コミュニケーションに第三者割当増資（資本金９億5,180万円） 

平成18年３月 ㈱ジー・コミュニケーショングループ４社（㈱ジー・テイスト、㈱キャッツ、㈱ジー・フード、 

㈱ダイニング企画）と業務提携締結 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社（株式会社パオ）及びその他の関係会社（株式会社ジー・コミュニケーション）により構成

されております。 

 当社は、麺れすとらん「長崎ちゃんめん」、中国料理「敦煌」、じゅうじゅう焼肉「カルビ大陸」等の経営を中心

とする外食事業並びに手作りハム「高原牧場」、おせち料理「味の華」等の食品加工事業を中心とする２つの業態を

主要な事業とする事業を展開しております。 

 当社のその他の関係会社は、外食事業、教育事業、コンサルティング事業等の経営を主たる事業とする株式会社ジ

ー・コミュニケーションで、同社との間には、飲食業態の相互の有効活用・地域性の補完・経営資源の共有等の業務

提携を締結しております。 

 なお、前事業年度末における非連結子会社については、平成17年４月１日において当社と合併しております。 

 当社グループについての事業系統図は次のとおりであります。 

  



４【関係会社の状況】 

  

  （平成18年３月31日現在）

  

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１日7.5時間換算による年間の平均人員を（ ）外数で記載

しております。 

２．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与が含まれております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）

主な事業の 

内容 

議決権の所

有又は被所

有割合 

（％） 

関係内容 

（その他の関係会社） 

株式会社ジー・コミュ

ニケーション  

名古屋市北区 1,858 外食事業の運

営、学習塾の

運営及び店舗

デザイン施行

業務 

被所有 

 34.7％

取引関係 

飲食業態の事業に関する包括

的業務提携を締結いたしてお

ります。 

人的関係 

株式会社ジー・コミュニケー

ション代表取締役会長 稲吉

正樹氏を当社の非常勤取締

役、阿久津貴史氏を当社の代

表取締役社長として受け入れ

ております。 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

142(868) 38.5 9.3 3,420,178 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当期におけるわが国経済は、設備投資の増加、雇用情勢の好転などにより、景気は回復基調のうちに推移いた

しました。 

  当業界におきましても、このような経済情勢のもと、既存店の前年比売上が一部でプラスに転じるなど明るさ

も見えたものの総じて一進一退の状況が続いており、またＢＳＥ問題等を背景に「食の安全」に対する消費者の

意識はますます強まるなか、同業他社やコンビニエンスストア等中食との競争も激しく、経営環境は依然として

厳しい状況が継続しております。 

  このような環境のもと、当社は「地産地消」の取り組みを中心として地域密着の企業経営にあらためて努めて

まいりました。チェーン部門では季節毎に「アジア麺ロード」と銘うった季節メニューを導入するなど積極的な

販売促進を行うとともに、岡山地区の原尾島店、倉敷中島店、広島地区の安古市店、山口地区の小郡店、天神

店、徳山バイパス店など主要店舗におけるリニューアルを積極的に実施し順調に成果をあげております。また平

成18年１月には中部エリアを中心として全国に飲食・学習塾を展開している㈱ジー・コミュニケーションとの業

務・資本提携により、取締役2名を迎えるとともに、その経営ノウハウを積極的に導入し、原価・人件費等の徹

底管理、取引先の見直し、人事制度の刷新による社内の活性化など積極的な経営革新に努めました。 

  結果、当期の業績としまして、当期の売上高は5,391百万円(前期比3.2%減)、経常損失は売上高が減少したも

のの利益確保の努力が実り11百万円となり、前期に比べ損失額は58百万円の改善となりました。 

特別損失につきましては、減損損失及び債務保証損失引当金繰入等869百万円を計上したこともあり当期純損失

につきましては、誠に遺憾ながら809百万円の損失となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

  当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ227百万円増加し、当事

業年度末では370百万円となりました。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

  営業活動の結果獲得した資金は、販売費及び一般管理費の削減を行ったこと等により100百万円(前期は74百万

円の獲得)となりました。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

  投資活動の結果使用した資金は、有形固定資産や投資有価証券の取得により14百万円(前期は167百万円の獲

得)となりました。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果獲得した資金は、株式の発行や担保提供預金の返還により140百万円(前期は584百万円の使用)

となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

(2）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

３【対処すべき課題】 

 今後の見通しにつきましては、引き続き厳しい環境が続くものと予想されます。 

 しかしながら、その他の関係会社にあたる株式会社ジー・コミュニケーションとの提携のもと、既存店の原価・人

件費及び活性化を重要課題ととらえ、営業基盤の再構築によるキャッシュフロー創出を中心に目指すことと考えてお

ります。 

  重点対策  1.)ジー・コミュニケーションとの提携による体制強化 

        2.)原価・人件費の徹底管理 

        3.)攻めの経営への転換 

        4.)「地産地消」ブランドの強化・確立 

        5.)管理機能（間接部門）のスリム 

 以上の対策を強力に押し進め、企業基盤の確立を図ってまいります。 

  
第40期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

生産実績（千円） 659,824 91.1 

仕入実績（千円） 1,250,663 100.2 

業態別 
第40期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

営業店舗売上（千円） 4,325,169 96.1 

長崎ちゃんめん等 1,811,785 101.7 

敦煌 1,494,840 94.4 

その他 1,018,543 89.6 

ＦＣ向売上（千円） 185,031 91.6 

外販売上（千円） 868,019 102.2 

ロイヤリティー（千円） 12,862 90.8 

合計（千円） 5,391,082 96.8 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断、あるいは当社の事業活動を

理解いただく上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しておりま

す。 

 なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針で

ありますが、当社株式に関する投資判断は、本稿及び本書中の本項目以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で

行われる必要があると考えております。また、以下の記載は当社株式への投資に関するリスクを全て網羅するもので

はありませんので、この点にご留意下さい。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末（平成18年３月31日）現在において、当社が判断したものであり

ます。 

１．当社の事業内容について 

(1）事業内容について 

 当社は、中華専門の外食産業として本格的中国料理「敦煌」、麺れすとらん「長崎ちゃんめん」を中心とした

店舗展開を行っており、その他の業態として焼肉専門店「カルビ大陸」、讃岐うどん「麦まる」、和食「櫻庵」

（現「高粋舎（はいからや）」）、宿泊施設「いこいの村江汐」等の店舗経営を行うほか、ハム「高原牧場」、

おせち「味の華」、各種中華惣菜等の製造販売を行っております。 

 また、本社工場では麺、餃子、ソース等店舗で使用する食材の一次加工を行っており、店舗作業の効率化と提

供商品の標準化等を図っております。 

(2）出店政策について 

 当社の主力業態は、「敦煌」、「長崎ちゃんめん」であり、郊外型での店舗展開をしております。 

 今後、立地環境の変化、顧客嗜好の変化等により、収益が低下し、新業態への転換または退店等が必要となっ

た場合には、損失等が発生する可能性があります。 

 なお、今後の店舗展開については、より集客力の高い市中型・路面店舗を視野に入れ、出店環境に対応するた

め既存の業態以外に新業態での店舗展開を準備中であり、中国地区を中心に展開していく方針であります。当社

は、立地条件の良否が店舗の売上高を左右する要因であると考えていることから、出店にあたっては社内基準に

基づき、出店候補地の商圏人口、交通量、競合状況、賃借料等の条件を検討した上で、出店地の選定を行ってお

ります。 

 ただし、当社の出店条件に合致した物件がなく、計画どおりに出店が出来ない場合や、出店後に立地環境等に

変化がおきた場合には、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

２．当社を取り巻く環境について 

(1）外食業界の動向について 

 当社が属している外食産業については、引き続くデフレ基調、雇用不安を背景に消費が低調に推移し、又、食

品を取り巻く環境問題（BSE等）及び天候不順等の影響もあり、既存店売上高は減少傾向にあります。 

 当社においても、既存店売上高の減少が続いており、新規出店、新規事業への参入、メニューの改定及び既存

店の業態変更等を実施することで売上高の確保を図っておりますが、既存店の減収が継続した場合には、当社の

業績は影響を受ける可能性があります。 

(2）競合等の影響について 

 当社は郊外型出店を行っておりますが、既存店周辺において同業であるファミリーレストラン、ファーストフ

ード店及び各種外食企業との間に、商品、品質、価格及びサービス等の面において競合が生じているものと考え

ております。 

 当社といたしましては、徹底したコスト削減、旬のメニュー提案、サービス力の強化等、競争力の確保に努め

ておりますが、これらの競合店との競合激化によって当社の競争力が低下した場合には、当社の業績は影響を受

ける可能性があります。 



(3）有利子負債依存度について 

 当社は、過年度において、本社工場用地の取得、店舗展開のための投資を行っており、当該資金を金融機関か

らの借入により調達していたため、総資産に占める有利子負債の比率が76.2％と高い水準にあります。 

 今後においては、原則として居抜き物件を中心に投資コストの圧縮を図った展開を行う方針でありますが、有

利子負債の水準が高いことにより、金利が上昇した場合には、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

(4）減損会計による損失の発生可能性について 

 当社は、店舗及び食品工場等の資産を保有しております。次期事業年度において、資産の時価の低下及び収益

性の低下により、投資額の回収が見込めない場合には、減損損失を計上する可能性があります。 

(5）個人情報取扱いについて 

 当社では、一般顧客を主体とした「パオカード会員情報」のほか、株主及び従業員等の個人情報を取り扱って

おります。個人情報保護のため、情報管理委員会を設置して対処しておりますが、個人を特定する情報が漏洩し

た場合には、企業イメージ及び当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

３．法的規制等について 

(1）法的規制について 

 当社が属する外食産業に関する主な法的規制としては、「調理師法」、「食品衛生法」、「水質汚濁防止法」

等があり、「食品リサイクル法」も近年施行されております。 

 これらの法的規則が強化された場合には、設備投資等の新たな費用が発生することにより、当社の業績は影響

を受ける可能性があります。 

(2）衛生管理について 

 当社においては、お客様に安全な商品を提供するため、社内に品質管理部門を設けており、本社工場は勿論の

こと全店舗について定期的に衛生パトロールを行い各種検査や原材料のサンプル抜取り検査等を実施し、当社独

自に策定した衛生管理の徹底を図り、提供する全ての商品の安全、品質を高めております。 

 今後においても、衛生面に留意していく方針ではありますが、仕入先における無許可添加物の使用、ＢＳＥ問

題等の社会全般的な問題等が発生した場合には、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

(3）食品リサイクル法について 

 平成13年５月に施行された「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（食品リサイクル法）により、

年間100トン以上の食品廃棄物を排出する外食事業者は、食品廃棄物の発生量の抑制、減量及び再利用を通じ

て、平成18年までに排出する食品残渣物の２割を削減することが義務づけられております。当社においては、同

法が義務づける削減率を達成するため、現在の委託業者と食品残渣物の再資源化について検討を行っており、一

部地域において食品残飯物の再資源化も検討しておりますが、運搬費用や処理費用が増加、または業務委託契約

が不調になった場合には当社の営業に影響を受ける可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）フランチャイズ契約 

 当社は、『長崎ちゃんめん』等のチェーン展開を図るため、加盟者とフランチャイズ契約を結んでおります。 

 その概要は次のとおりであります。 

(2）その他 

 当社は、事業の拡大発展を図るため、株式会社グルメ杵屋、株式会社ジー・コミュニケーション及びジー・コミ

ュニケーショングループ４社（㈱ジー・テイスト、㈱キャッツ、㈱ジー・フード、㈱ダイニング企画）と業務・資

本提携を結んでおります。 

 その概要は次のとおりであります。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

契約の名称 長崎ちゃんめん加盟契約 叉焼らーめんパオ加盟契約 

契約内容の概要 

当社が所有する商標・ロゴマーク等の使用許

可及びフランチャイズシステムのノウハウの

提供 

当社が所有する商標・ロゴマーク等の使用許

可及びフランチャイズシステムのノウハウの

提供 

契約の期間 契約締結日より５年間 契約締結日より５年間 

契約の更新 

自動５年更新 

（契約満期の６か月以内に双方から特別の申

し出がない限り） 

自動５年更新 

（契約満期の６か月以内に双方から特別の申

し出がない限り） 

加盟金・保証金 
加盟金       200万円 

（第２号店以降   100万円） 

加盟金        50万円 

  

ロイヤリティー 売上高の2.5％相当額 売上高の1.0％相当額 

契約先 契約内容 締結日 

㈱グルメ杵屋 
外食事業に関する協力関係の構築により店舗開発、運営システム

開発を行う 
平成12年３月 

㈱ジー・コミュニケーショ

ン 

外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係

構築を目指した中で、経営資源等を総合的に相互に有効活用し、

一層の事業発展を行う 

平成17年９月 

㈱ジー・テイスト 

外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係

構築を目指した中で、経営資源等を総合的に相互に有効活用し、

一層の事業発展を行う 

平成18年３月 

㈱キャッツ 

外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係

構築を目指した中で、経営資源等を総合的に相互に有効活用し、

一層の事業発展を行う 

平成18年３月 

㈱ジー・フード 

外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係

構築を目指した中で、経営資源等を総合的に相互に有効活用し、

一層の事業発展を行う 

平成18年３月 

㈱ダイニング企画 

外食事業に関する共存共栄関係を前提として、包括的な提携関係

構築を目指した中で、経営資源等を総合的に相互に有効活用し、

一層の事業発展を行う 

平成18年３月 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 本書中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成18年３月31日）現在において、当社が判断したものであ

ります。 

１．重要な会計方針 

 当社の財務諸表は、大蔵省令第59号「財務諸表等規則」に基づいて作成しており、財政状態及び経営成績に関す

る以下の分析が行われております。 

 当社経営陣は、財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務・負債の開示並びに

報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定について継続的に判断と評価を行って

おります。 

 ただし、これらの見積りには特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合がありま

す。 

 当社は、特に以下の重要な会計方針が当社の財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積りに大

きな影響を及ぼすと考えております。 

(1）収益の認識 

 当社の店舗売上高は、通常、注文に基づき顧客に対して商品提供され、顧客がレジで精算された時点に計上さ

れます。また、本社工場においては、発注書に基づき顧客に対して製品が出荷された時点に計上されます。 

(2）貸倒引当金 

 当社の店舗売上高の一部売掛のほか、外販部がＦＣ店舗及び同業他社等に販売する場合の顧客先の支払不能時

に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。顧客先の財政状態が悪化し、支払能力が低

下した場合、追加引当が必要になる可能性があります。 

(3）店舗閉店損失引当 

 店舗の閉鎖及びその転用計画の決定時において、今後発生が見込まれる損失についての合理的見積額を計上し

ております。 

(4）投資の減損 

 当社は長期的な取引関係の維持のため、特定の取引先及び金融機関等に対する株式を所有しております。これ

らの株式には価格変動の高い公開株式と価格の決定が困難である非公開会社の株式があります。当社ではこれら

株式の決算日現在の時価の下落率が50％以上のものについては、減損処理を行っておりますが、将来の市況悪化

または投資先の業績不振により、現在の簿価に反映されていない損失または簿価の回収不能が発生した場合、評

価損の計上が必要となる可能性があります。 

２．業績報告 

(1）概要 

 当事業年度は、外食産業全体の既存店が落ち込む厳しい環境の中、既存店の前年比売上が一部でプラスに転じ

るなど明るさも見えたものの総じて一進一退の状況が続いており、またＢＳＥ問題等を背景に「食の安全」に対

する消費者の意識はますます強まるなか、同業他社やコンビニエンスストア等中食との競争も激しく、経営環境

は依然として厳しい状況が継続しております。 

 当社はジー・コミュニケーショングループとの業務・資本提携後、原価・人件費等の徹底管理を行い、利益確

保に努め回復傾向となりました。 

(2）売上高 

 売上高は、前事業年度に比べ3.2％減収の5,391百万円となりました。店舗売上高は3.9％減収の4,325百万円、

ＦＣ向売上高は8.4％減収の185百万円、外販売上高は2.2％増収の868百万円、ロイヤリティーは9.2％減収の12

百万円となりました。 

 設備投資の増加、雇用情勢の好転などにより、景気は回復基調のもと、既存店の前年比売上が一部でプラスに

転じるなど明るさも見えたものの、総じて一進一退の状況が続く状態でありました。またＢＳＥ問題等を背景に

「食の安全」に対する消費者の意識はますます強まるなか、同業他社やコンビニエンスストア等中食との競争も

激しく、経営環境は依然として厳しい状況が継続し、食の安全性への不安も要因となって消費のマインドが低下

したことで既存店舗の売上は3.9％減少しました。 

 また、ＦＣ向売上高、ロイヤリティーについては、小売・外食市場全体の落ち込みによって減収となりまし

た。 



(3）売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、ジー・コミュニケーショングループとの業務提携後、原価のコントロール政策を打ち出したこと

により原価率は0.1％改善し34.3％となっております。 

 販売費及び一般管理費も業務提携後、シフトコントロールの徹底管理を図り、対売上比率は1.0％減少し

64.2％となり、営業利益を確保いたしました。 

(4）営業外収益 

 営業外収益は、保険金収入と協賛金収入が減少したものの、預り保証金戻入により前事業年度に比べ14百万円

増加しております。 

(5）特別損失 

 特別損失については、減損損失及び債務保証損失引当金繰入額等により869百万円の損失を計上しました。 

(6）財務政策 

 当社は運転資金及び設備投資資金につきましては、借入により資金調達することとしておりますが、一部敷金

の回収にも努め運転資金へ充当しております。また株式会社ジー・コミュニケーションへの第三者割当により、

517百万円の資金調達をしております。平成18年３月31日現在の短期借入金の残高は387百万円で、長期借入金の

残高は3,206百万円となっております。今後の資金調達については、既存店の活性化から生み出されるキャッシ

ュ・フローを基本に新規投資にあたるなどを視野に入れ、財務の健全化に努めたいと考えております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社の主な設備投資は、営業店舗の新設及び改装等であります。 

 当事業年度の設備投資は、既存店の改装等を実施した結果、設備投資は83百万円となりました。 

 また、当事業年度において重要な設備の除却売却等はありませんが、４店舗を閉店しております。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１．金額には、消費税を含んでおりません。 

２．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、営業店舗及び工場設備があり、その年間費用は次のとおりで

あります。 

３．帳簿価額のその他には、差入保証金及び建設協力金を含んでおります。 

４．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）営業店舗の設置状況 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 事業部門別 設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
（人） 

建物及び構
築物 
(千円) 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積千㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

営業店舗 

工場等 
外食事業 

店舗設備 

生産設備等 
1,219,307 34,725 

1,656,031 

（36,026.54） 
936,905 3,846,971 

142 

 (868)

年間賃借料 656,220千円

年間リース料 38,357千円

差入保証金 495,521千円

建設協力金 258,803千円

  （平成18年３月31日現在）

店舗名 所在地 開店年月 
座席数 
（席） 

中華店舗       

敦煌 小野田店 山口県山陽小野田市西高泊 昭和49年11月 100 

敦煌 山口店 山口県山口市宝町 昭和52年７月 86 

敦煌 徳山店 山口県周南市毛利町 昭和57年７月 250 

敦煌 全日空ホテル店 山口県宇部市相生町 昭和58年11月 98 

敦煌 防府店 山口県防府市八王子 昭和59年３月 104 

敦煌 下関店 山口県下関市阿弥陀寺町 昭和62年３月 237 

敦煌 観音店 広島県広島市西区観音新町 平成元年３月 110 

敦煌 
クリスタルプラザ

店 
広島県広島市中区中町 平成４年５月 136 

敦煌 西原店 広島県広島市安佐南区西原 平成10年７月 178 

敦煌 岡山店 岡山県岡山市東川原 平成12年４月 144 

 



店舗名 所在地 開店年月 
座席数 
（席） 

敦煌 宇部店 山口県宇部市恩田町 平成13年９月 130 

敦煌 福山店 広島県福山市南蔵王町 平成14年４月 124 

長崎ちゃんめん 宇部店 山口県宇部市浜町 昭和51年６月 38 

長崎ちゃんめん 山の田店 山口県下関市古屋町 昭和54年２月 38 

長崎ちゃんめん 上伊福店 岡山県岡山市伊福町 昭和55年７月 41 

長崎ちゃんめん 益野店 岡山県岡山市可知 昭和55年11月 70 

長崎ちゃんめん 福浜店 岡山県岡山市福浜西町 昭和57年11月 46 

長崎ちゃんめん 天神店 山口県防府市天神町 昭和58年７月 37 

長崎ちゃんめん 三原店 広島県三原市古浜町 昭和59年３月 36 

長崎ちゃんめん 小郡店 山口県山口市小郡上郷 昭和60年４月 51 

長崎ちゃんめん 広店 広島県呉市広古新開 昭和60年10月 59 

長崎ちゃんめん 長門店 山口県長門市東深川 昭和61年５月 45 

長崎ちゃんめん 廿日市店 広島県廿日市市桜尾本町 昭和61年６月 46 

長崎ちゃんめん 船越店 広島県広島市安芸区船越南 昭和61年８月 47 

長崎ちゃんめん 倉敷中島店 岡山県倉敷市中島 昭和62年10月 36 

長崎ちゃんめん 総社店 岡山県総社市門田 昭和63年２月 36 

長崎ちゃんめん 安古市店 広島県広島市安佐南区中須町 平成元年６月 42 

長崎ちゃんめん 伊川谷店 兵庫県神戸市西区伊川谷町 平成元年７月 42 

長崎ちゃんめん 嘉川店 山口県山口市大字江崎 平成３年４月 36 

長崎ちゃんめん 原尾島店 岡山県岡山市浜 平成３年７月 35 

長崎ちゃんめん 厚狭店 山口県山陽小野田市山川 平成４年６月 31 

長崎ちゃんめん 府中店 広島県安芸郡府中町 平成４年６月 38 

長崎ちゃんめん ゆめタウン長府店 山口県下関市ゆめタウン 平成５年６月 38 

長崎ちゃんめん 徳山バイパス店 山口県周南市周陽町 平成６年８月 45 

長崎ちゃんめん 宝塚店 兵庫県宝塚市安倉西 平成６年10月 39 

長崎ちゃんめん 宇部厚南店 山口県宇部市中野開作 平成８年６月 38 

 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

店舗名 所在地 開店年月 
座席数 
（席） 

長崎ちゃんめん 五日市店 広島県広島市佐伯区八幡東 平成９年５月 38 

長崎ちゃんめん 可部店 広島県安佐北区可部 平成11年９月 61 

長崎ちゃんめん 呉本通店 広島県広島市呉本通 平成11年12月 61 

長崎ちゃんめん 萩店 山口県萩市大字土原 平成12年４月 48 

その他店舗         

カルビ大陸 小野田店 山口県山陽小野田市西高泊 昭和49年５月 128 

櫻庵 宇部本店 山口県宇部市小松原町 平成８年５月 158 

キッチン1938   広島県安芸郡府中町 平成11年４月 490 

カルビ大陸 廿日市店 広島県廿日市市地御前 平成12年３月 108 

カルビ大陸 防府店 山口県防府市駅南町 平成12年７月 136 

カルビ大陸 周南店 山口県周南市大内町 平成15年12月 132 

カルビ大陸 西条プラザ店 広島県東広島市西条西本町 平成15年12月 118 

麦まる 江坂店 大阪府吹田市江坂町 平成７年４月 56 

麦まる 東住吉店 大阪府大阪市東住吉区矢田 平成15年10月 62 

麦まる 大蔵谷インター店 兵庫県神戸市西区伊川谷有瀬 平成16年３月 56 

麦まる 大州店 広島県広島市南区大州 平成16年９月 61 

宿泊施設         

いこいの村江汐   山口県山陽小野田市千崎東 平成15年４月 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 特記すべき事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 18,000,000 

計 18,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,740,000 10,980,000 
東京証券取引所 

市場第二部 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 6,740,000 10,980,000 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  （注１）１． 第三者割当：1,500千株 

発行価格 

 345円 

資本組入額 

 173円 

割当先  

 株式会社 ジー・コミュニケーション 

２．平成18年４月10日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数4,240千株、資本金763百万

円、資本準備金763百万円がそれぞれ増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年１月23日 

（注1） 
1,500,000 6,740,000 259,500 951,800 258,000 952,680 



(4）【所有者別状況】 

 （注）1.自己株式1,800株は、「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に800株、それぞれに含まれており

ます。 

２.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が４単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

  （注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数150,000株は、すべて信託業務に係る  

  ものです。 

２．前事業年度末現在主要株主であった小川英彰氏は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

３．前事業年度末現在主要株主でなかった株式会社ジー・コミュニケーションは、当事業年度末では 

  主要株主になっております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 10 6 75 2 － 1,631 1,724 － 

所有株式数（単元） － 670 35 3,161 5 － 2,868 6,739 1,000 

所有株式数の割合

（％） 
－ 9.94 0.52 46.91 0.07 － 42.56 100.0 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ジー・コミュニケー

ション 
名古屋市北区黒川本通５丁目12番地の３ 2,339 34.7 

パオ取引先持株会 山口県山陽小野田市小野田バイパス 422 6.3 

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町４－２－36 200 3.0 

日本トラステイ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 150 2.2 

パオ従業員持株会 山口県山陽小野田市小野田バイパス 131 1.9 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 130 1.9 

株式会社生活考房 名古屋市昭和区隼人町３－４ 125 1.9 

アリアケジャパン株式会社 東京都渋谷区恵比寿南３－２－17 100 1.5 

安田 幸正 山口県山陽小野田市 100 1.5 

サントリー株式会社 大阪市北区堂島浜２－１－40 100 1.5 

岡田 甲子男 東京都大田区 100 1.5 

計 － 3,897 57.8 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式である4千株が含まれております。また、

「議決権の数」欄には、前述の証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個は失念株式の為含まれてお

りません。 

  

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,738,000 6,734 － 

単元未満株式 1,000 －      － 

発行済株式総数 6,740,000 － － 

総株主の議決権 － 6,734 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社パオ 

山口県山陽小野田市

大字西高泊字烏帽子 

岩沖676番地９の１ 

1,000 － 1,000 0.0 

計 － 1,000 － 1,000 0.0 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施す

ることを基本としております。 

 当期の配当につきましては、当期未処理損失となったため無配といたしました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 570 445 390 345 505 

最低（円） 399 331 298 280 269 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 394 402 402 450 419 435 

最低（円） 336 377 375 356 370 390 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
  阿久津 貴史 昭和46年２月13日生 

平成15年５月 株式会社暖中カンパニー 取締役 

FC営業部長 

平成17年９月 株式会社ダイニング企画 代表取

締役社長 

平成18年１月 当社顧問 

平成18年１月 当社代表取締役社長（現任） 

－ 

取締役 チェーン本部長 國弘 雅昭 昭和28年１月10日生 

昭和56年４月 当社入社 

平成11年２月 業務サービス本部人事総務部次長 

平成13年４月 管理本部長兼総務部長 

平成15年４月 國弘事業部長 

平成16年３月 チェーン部門担当 

平成16年６月 当社取締役チェーン本部長（現

任） 

17 

取締役 
管理本部副本部

長 
中岡 亮 昭和30年８月７日生 

昭和53年12月 当社入社 

平成12年４月 営業推進室長 

平成13年４月 開発本部長 

平成14年４月 中岡開発部長兼教育担当 

平成15年４月 ＣＫ事業部長 

平成16年３月 ＣＫ部門担当 

平成16年６月 当社取締役ＣＫ本部長 

平成18年６月 当社取締役管理本部副本部長（現

任） 

1 

取締役   椋本 彦之 昭和10年11月24日生 

昭和42年３月 両国食品㈱（現 ㈱グルメ杵屋）

設立 

 代表取締役社長 

平成３年１月 ㈱ワールドグルメ設立 

 代表取締役社長（現任） 

平成３年９月 学校法人大阪初芝学園理事長（現

任） 

平成８年４月 社会福祉法人ジー・ケー社会貢献

会設立理事長（現任） 

平成12年６月 当社取締役（現任） 

平成17年６月 ㈱グルメ杵屋取締役会長（現任） 

30 

取締役   稲吉 正樹 昭和44年７月３日生 

平成６年６月 がんばる学園創業 

平成９年６月 株式会社がんばる学園（現 株式

会社ジー・コミュニケーション）

設立 

  同 代表取締役会長（現任） 

平成18年１月 当社取締役（現任） 

－ 

 



 （注） 監査役戸上俊幸及び稲角好宣の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役   戸上 俊幸 昭和23年３月６日生 

昭和49年７月 両国食品㈱入社（現 ㈱グルメ杵

屋） 

平成９年４月 ㈱グルメ杵屋監査室長 

平成13年４月 ㈱グルメ杵屋店舗開発部長 

平成14年６月 当社常勤監査役（現任） 

－

常勤監査役   林 正幸 昭和７年10月23日生 

昭和26年３月 ㈱山口銀行入行 

昭和63年４月 西部プロパン㈱入社（現エネック

ス㈱）常務取締役 

平成５年５月 (財)山口県ＬＰガス協会 副会長 

平成９年４月 エネックス㈱ 専務取締役 

平成16年１月 当社顧問 

平成17年６月 当社常勤監査役（現任） 

－ 

監査役   稲角 好宣 昭和38年２月７日生 

昭和60年４月 ㈱日本エル・シー・エー入社 

平成15年９月 ㈱リンク・プロモーション監査役

（非常勤）兼務 

平成17年11月 ㈱ジー・コミュニケーション入社 

平成17年12月 同 取締役（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

－ 

        計 48 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は健全で透明な会計システムを確立し、コーポレート・ガバナンスの有効な機能を維持することを投資家の皆

様及び利害関係者に対する重要な責任と考えております。具体的な取り組みとして、取締役会において、十分な議論

の上に的確かつ迅速な意思決定を行っております。加えて社外取締役の登用により、取締役会の活性化を図っており

ます。 

（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの状況 

①取締役会 

 取締役会には取締役及び全監査役が出席する月1回定例の取締役会の他、必要に応じて適時、臨時取締役会を開催し

ております。 

 当社の取締役は５名（内代表取締役１名、社外取締役２名）となっております。 

 取締役会においては、経営方針・戦略の決定や業務執行の報告を実施しております。 

②常務会 

 常勤役員及び監査役による常務会を月1回実施しております。経営全般に関する重要な報告・審議・決定事項及び取

締役会に付議すべき事項を審議しており、適宜開催しております。 

③監査役及び監査役会 

 当社の監査役は3名（常勤監査役2名）となっております。 

監査役は取締役会や社内の重要な会議に出席するほか取締役の業務執行について監査を実施しております。 

（３）内部統制システムの整備の状況 

 内部統制の運用を考慮した社内規程を整備しており、日常業務手続は所定の規定等に準拠して実施しております。 

 社長直轄の監査室を設け、適宜内部監査を実施しております。 

（４）役員報酬及び監査報酬等 

 当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおりでありま

す。   

 役員報酬：                 監査法人に対する報酬   

  取締役に支払った報酬  36百万円      監査証明に対する報酬   15百万円    

  （うち社内取締役）  （36百万円）    

  監査役に支払った報酬   6百万円      

    計         43百万円  

（５）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要  

 当社では社外取締役２名及び社外監査役２名を選任しておりますが、社外取締役２名の属する会社と業務及び資金

の提携関係にある他、社外監査役2名の出身会社と業務及び資金、技術及び取引関係にあります。その他当該社外取

締役及びその近親者並びにそれらが取締役に就任する会社との人事、資金、技術及び取引等の関係はありません。 

（６）業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数  

   業務を執行した公認会計士の氏名   所属する監査法人   継続監査年数（注）  

     米沢 顕              あずさ監査法人    －  

     成瀬 幹夫             あずさ監査法人    －  

 （注）継続監査年数は、全員７年以内であるため記載を省略しております。  

 監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士４名、会計士補３名であり監査法人の選定基準に基づき決定されてお

ります 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第39期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第39期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第40期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人によ

り監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 ※１ 228,255 370,390 

２．受取手形 581 692 

３．売掛金 136,266 156,026 

４．商品 1,149 687 

５．製品 42,545 49,339 

６．原材料 55,117 58,524 

７．貯蔵品 19,528 13,968 

８．前払費用 59,398 52,206 

９．一年内回収予定建設協
力金 

49,161 37,040 

10．未収入金 16,703 4,398 

11．その他 7,192 8,785 

  貸倒引当金 △2,012 △1,329 

流動資産合計 613,887 11.3 750,733 15.9

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物 ※１ 3,566,681 2,949,189   

減価償却累計額 2,119,727 1,446,953 1,835,048 1,114,140 

(2）構築物 450,588 354,965   

減価償却累計額 294,928 155,659 249,797 105,167 

(3）機械及び装置 232,166 235,777   

減価償却累計額 195,450 36,716 204,054 31,723 

(4）車両運搬具 48,258 32,944   

減価償却累計額 44,315 3,943 29,942 3,002 

(5）器具及び備品 765,755 627,103   

減価償却累計額 592,331 173,424 490,070 137,032 

(6）土地 ※１ 1,928,378 1,656,031 

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

有形固定資産合計  3,745,076 68.9 3,047,098 64.6

２．無形固定資産    

(1）借地権  20,577 20,577 

(2）ソフトウェア  1,773 712 

(3）電話加入権  21,963 22,032 

(4）施設利用権  5,213 2,938 

無形固定資産合計  49,527 0.9 46,261 1.0

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※１ 99,217 147,481 

(2）関係会社株式  70,000 － 

(3）出資金  9,320 320 

(4）長期貸付金  1,530 1,279 

(5）従業員長期貸付金  470 170 

(6）長期前払費用  1,602 80 

(7）建設協力金  285,358 221,762 

(8）差入保証金  552,089 495,521 

(9）保険積立金  2,289 － 

(10）その他  6,800 6,800 

   貸倒引当金  △3,035 △2,139 

投資その他の資産合計  1,025,641 18.9 871,275 18.5

固定資産合計  4,820,245 88.7 3,964,635 84.1

資産合計  5,434,133 100.0 4,715,368 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  137,430 139,421 

２．短期借入金 ※１ 494,400 387,200 

３．一年内返済予定の長期
借入金 

※１ 249,256 1,244,072 

４．未払金  233,231 209,248 

５．未払法人税等  32,200 24,193 

６．未払消費税等  7,787 13,738 

７．未払費用  23,838 25,577 

８．預り金  10,139 7,580 

９．賞与引当金  21,996 14,729 

10．店舗閉店損失引当金  － 21,642 

11．債務保証損失引当金  － 250,027 

12．その他  64,376 11,050 

流動負債合計  1,274,656 23.4 2,348,482 49.8

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※１ 3,305,988 1,962,900 

２．繰延税金負債  9,274 15,795 

３．長期預り金  134,756 70,991 

４．店舗閉店損失引当金  104,020 － 

５．その他  14,371 8,013 

固定負債合計  3,568,410 65.7 2,057,699 43.6

負債合計  4,843,066 89.1 4,406,181 93.4

     
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※３ 692,300 12.7 951,800 20.2

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金 694,680 952,680   

資本剰余金合計 694,680 12.8 952,680 20.2

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金 65,000 65,000   

２．任意積立金   

(1）別途積立金 300,000 300,000   

３．当期未処理損失 1,174,265 1,982,936   

利益剰余金合計 △809,265 △14.9 △1,617,936 △34.3

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

13,682 0.3 23,301 0.5

Ⅴ  自己株式 ※４ △330 △0.0 △658 △0.0

資本合計 591,066 10.9 309,186 6.6

負債・資本合計 5,434,133 100.0 4,715,368 100.0 

    



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１ 5,567,380 100.0 5,391,082 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１．店舗材料・商品及び製
品期首棚卸高 

86,889 89,274   

２．当期店舗材料仕入高 1,247,152 1,249,857   

３．当期商品仕入高 913 806   

４．当期製品製造原価 724,507 659,824   

合計 2,059,462 1,999,763   

５．他勘定振替高 ※２ 57,235 52,953   

６．店舗材料・商品及び製
品期末棚卸高 

89,274 1,912,951 34.4 99,484 1,847,325 34.3

売上総利益 3,654,428 65.6 3,543,756 65.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．運送費 164,054 153,522   

２．広告販促費 113,731 116,064   

３．貸倒引当金繰入額 1,295 －   

４．役員報酬 42,588 43,158   

５．給料手当 1,428,100 1,355,807   

６．賞与 28,020 25,322   

７．賞与引当金繰入額 20,201 13,585   

８．法定福利費 87,032 78,906   

９．福利厚生費 39,221 32,934   

10．賃借料 591,981 535,732   

11．水道光熱費 335,730 341,423   

12．旅費交通費 19,605 16,165   

13．消耗品費 128,021 132,954   

14．衛生費 119,850 114,615   

15．支払手数料 123,326 140,810   

16．減価償却費 196,076 171,913   

17．その他 192,869 3,631,706 65.2 192,652 3,465,569 64.2

営業利益 22,721 0.4 78,187 1.5

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息   2,791 2,704   

２．受取配当金 938 1,240   

３．受取手数料   3,424 3,413   

４．受取保険金 9,740 －   

５．協賛金収入 780 －   

６．受取契約料 6,600 －   

７．預り保証金戻入益 － 24,870   

８．その他 6,580 30,855 0.5 12,751 44,979 0.8

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 116,922 118,263   

２．社債利息 3,262 －   

３．賃貸費用 779 9,506   

４．新株発行費 － 6,020   

５．その他 3,013 123,978 2.2 1,323 135,115 2.5

経常損失 70,401 △1.3 11,948 △0.2

Ⅵ 特別利益   

１．固定資産売却益 ※３ － 1,836   

２．店舗閉店損失引当金戻
入益 

  － 82,170   

３．保険差益 － － － 6,500 90,506 1.7

Ⅶ 特別損失   

１．店舗閉鎖損失 ※４ 38,426 50,012   

２. 固定資産売却損  ※５ 26,629 －   

３．固定資産除却損 ※６ 12,796 5,655   

４．減損損失 ※７ － 548,689   

５．債務保証損失引当金繰
入額 

－ 250,027   

６．訴訟関連費用 14,672 －   

７．出資金評価損 － 9,000   

８．その他特別損失 ※８ － 92,525 1.6 5,978 869,363 16.2

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

税引前当期純損失  162,927 △2.9 790,805 △14.7

法人税、住民税及び事
業税 

 19,200 0.4 18,337 0.3

当期純損失  182,127 △3.3 809,142 △15.0

  前期繰越損失  992,138 1,174,265 

  合併による未処分利益
受入額 

 － 471 

当期未処理損失  1,174,265 1,982,936 

     



製造原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    

１．期首原材料棚卸高  9,404 9,536   

２．当期原材料仕入高  465,425 414,939   

合計  474,830 424,476   

３．期末原材料棚卸高  9,536 465,293 64.2 9,067 415,409 63.0

Ⅱ 労務費  106,602 14.7 97,797 14.8

Ⅲ 経費 ※１ 152,611 21.1 146,617 22.2

当期総製造費用  724,507 100.0 659,824 100.0 

当期製品製造原価  724,507 659,824 

     

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 原価計算の方法は組別総合原価計算によってお

ります。 

 原価計算の方法は組別総合原価計算によってお

ります。 

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

  千円

減価償却費 12,494 

賃借料 2,065 

消耗品費 96,067 

  千円

減価償却費 12,615 

賃借料 2,367 

消耗品費 88,125 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前当期純損失  △162,927 △790,805

減価償却費  237,141 196,153

減損損失  － 548,689

賞与引当金の増減額  6,318 △7,267

貸倒引当金の増減額  1,295 △1,749

店舗閉店損失引当金
の増減額 

 △42,461 △87,385

債務保証損失引当金
の繰入額 

 － 250,027

受取利息及び配当金  △3,729 △3,944

支払利息  120,185 118,263

新株発行費  － 6,020

店舗閉鎖損失  58,599 50,012

固定資産売却益  － △1,836

固定資産売却損  26,629 －

固定資産除却損  12,796 5,655

出資金評価損  － 9,000

預り保証金戻入益  － △24,870

保険金益  － △6,500

売上債権の増減額  △10,846 △2,871

たな卸資産の増減額  △8,622 △4,179

仕入債務の増減額  △10,625 1,990

未払金の増減額  △40,949 △37,482

その他  40,437 11,562

小計  223,240 228,483

利息及び配当金の受
取額 

 3,801 3,944

保険金収入  － 6,500

利息の支払額  △124,682 △118,697

法人税等の支払額  △28,247 △19,695

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 74,111 100,535

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

投資有価証券の取得
による支出 

 － △32,235

有形固定資産の取得
による支出 

 △97,506 △88,460

有形固定資産の売却
による収入 

 181,880 16,802

無形固定資産の取得
による支出 

 － △225

無形固定資産の売却
による収入 

 － 443

差入保証金の差入に
よる支出 

 △528 △400

差入保証金の回収に
よる収入 

 87,271 96,790

貸付金の貸付による
支出 

 △1,020 △700

貸付金の回収による
収入 

 2,922 958

保険積立金解約によ
る収入 

 2,367 2,289

長期預り金の返還に
よる支出 

 △4,100 △6,060

長期預り金の受入に
よる収入 

 2,525 3,915

その他  △6,601 △7,200

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 167,210 △14,081

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金による純
増減額 

 △105,600 △107,200

長期借入による収入  3,400,000 70,000

長期借入金の返済に
よる支出 

 △638,656 △418,272

社債の償還による支
出  

 △3,180,000 －

株式の発行による収
入 

 － 511,479

担保提供預金の増減
額 

 △60,000 85,000

自己株式の取得  △330 △328

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △584,586 140,678

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △343,263 227,132

Ⅴ 現金及び現金同等物期首
残高 

 486,518 143,255

Ⅵ 合併に伴う現金及び現金
同等物 

 － 2

Ⅶ 現金及び現金同等物期末
残高 

 143,255 370,390

   



④【損失処理計算書】 

   
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月25日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月24日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失  1,174,265 1,982,936

合計  1,174,265 1,982,936

Ⅱ 次期繰越損失  1,174,265 1,982,936

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

…… 移動平均法による原価法 

－ 

  

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…… 決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……  同左 

  時価のないもの 

…… 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……  同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・原材料（工場購入分） 

…… 総平均法による原価法 

同左 

  商品・原材料（店舗購入分）・貯蔵品 

…… 最終仕入原価法 

  

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物     15～31年 

構築物    10～20年 

機械及び装置   ９年 

車両運搬具  ５～６年 

器具及び備品 ５～９年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）少額減価償却資産 

 取得価額が100千円以上200千円未満

の資産については、３年間均等償却に

よっております。 

(2）少額減価償却資産 

同左 

  (3）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(3）無形固定資産 

同左 

  (4）長期前払費用 

 定額法 

(4）長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理方法 － 

  

新株発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）店舗閉店損失引当金 

 店舗の閉鎖及びその転用計画の決定

時において、今後発生が見込まれる損

失についての合理的見積額を計上して

おります。 

(3）店舗閉店損失引当金 

同左 

    

― 

(4）債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備えるため、

被保証先の財政状態等を勘案した損失

負担見込額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。これによ

り税引前当期純損失は、548,689千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

  



追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い（平成16年２月13日企業会計基準委員会実務対応報告第

12号）」に従い法人事業税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が13,000千円増加し、

営業利益が同額減少しており、経常損失及び税引前当期純

損失が、同額増加しております。 

― 

― （債務保証損失引当金） 

 重要な会計方針に記載のとおり、あじす高原ファームの

借入に対する債務保証損失の発生の可能性が高まったこと

から、当下期において、債務保証損失引当金を計上いたし

ました。これにより、税引前当期純損失が250,027千円増

加しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保提供資産 ※１．担保提供資産 

（担保に供している資産） （担保に供している資産） 

定期預金 85,000千円

建物  593,428 

土地 1,928,378 

投資有価証券 91,177 

計 2,697,985 

建物 466,705千円

土地 1,656,031 

投資有価証券       139,394 

計 2,262,132 

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 

一年内返済予定の長期借入金 249,256千円

長期借入金 3,305,988 

計 3,555,244 

短期借入金 50,000千円

一年内返済予定の長期借入金 1,008,072 

長期借入金 1,565,700 

計 2,623,772 

 なお、担保提供資産には、債務保証先であるあじ

す高原ファーム㈲の金融機関からの借入金269,656千

円に対し、担保に供している資産を含んでおりま

す。 

 なお、担保提供資産には、債務保証先であるあじ

す高原ファーム㈲の金融機関からの借入金250,027千

円に対し、担保に供している資産を含んでおりま

す。 

 ２．債務保証   

 次の会社について、金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。 

― 

あじす高原ファーム㈲ 269,656千円  

※３．授権株式数及び発行済株式総数 ※３．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数    普通株式 18,000,000株

発行済株式総数  普通株式 5,240,000株

授権株式数    普通株式    18,000,000株

発行済株式総数  普通株式 6,740,000株

 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※４．自己株式 ※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は普通株式１千株で

あります。 

 当社が保有する自己株式の数は普通株式1,800株で

あります。 

 ５．配当制限  ５．配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が13,682千

円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

 有価証券の時価評価により、純資産額が23,301千

円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

 ６．資本の欠損  ６．資本の欠損 

 資本の欠損の額は874,595千円であります。  資本の欠損の額は1,683,595千円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．売上高にはフランチャイズ契約に基づくロイヤリ

ティーが14,165千円含まれております。 

※１．売上高にはフランチャイズ契約に基づくロイヤリ

ティーが12,862千円含まれております。 

※２．他勘定振替高は、主として広告販促費に振替えた

ものであります。 

※２．         同左 

※３. ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 ― 土地      1,667千円

その他      169 

計 1,836 

※４．店舗閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。 ※４．店舗閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。 

１.固定資産除却損 １.固定資産除却損 

建物 23,376千円

構築物 3,961 

器具及び備品 2,827 

解体費用 8,178 

計 38,344 

建物       12,377千円

構築物      3,021 

器具及び備品     1,916 

解体費用      7,930 

計 25,246 

    

２．賃借物件解約損 20,255千円 ２．賃借物件解約損       24,766千円

３．店舗閉店損失引当金 

  戻入額  

△20,172千円    

    

※５．土地売却損26,629 千円。 ※５． 

  ― 

※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 8,411千円

構築物 2,686 

器具及び備品 1,698 

計 12,796 

建物      2,455千円

構築物      1,344 

器具及び備品      1,376 

車輌運搬具      477 

計 5,655 

 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※７． 

― 

※７．当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。 

  

 当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として店

舗を基本単位として、また賃貸資産については、閉鎖した

店舗の物件毎にグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、ま

た継続してマイナスとなる見込みである店舗及び賃貸資産

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（548,689千円）として特別損失に計上いた

しました。減損損失の内訳は、土地267,296千円、建物

226,805千円、構築物33,936千円、車輌運搬具232千円、器

具及び備品17,926千円、施設利用権1,250千円、リース資

産1,241千円であります。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は、主に使用価

値により測定し割引率は４％を用いております。 

用途 種類 場所 

営業店舗 

建物及び構築

物、車輌運搬

具、器具及び備

品、施設利用

権、リース資産 

広島市安佐南区

他、合計５店舗 

賃貸用資産（閉

鎖店舗）  

建物及び構築

物、器具及び備

品、施設利用

権、リース資産  

奈良県大和高田

市他、合計７物

件 

遊休資産 土地 山口県宇部市 

※８． 

― 

  

※８．その他特別損失は、前期において計上された店舗

閉店損失引当金繰入額の修正によるものです。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高は、貸借対照表に記載

されている現金及び預金であります。 

（平成17年３月31日現在）

  （千円） 

現金及び預金勘定 228,255 

担保に供している預金 △85,000 

現金及び現金同等物 143,255 

 

    

    



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び
備品 

214,878 177,497 37,380 

ソフトウ
ェア 

47,436 40,436 7,000 

合計 262,315 217,934 44,380 

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

減損損失
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

器具及び
備品 

111,402 65,831 110 45,460

ソフトウ
ェア 

4,180 3,971 － 209

合計 115,583 69,803 110 45,669

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 34,548千円

１年超 9,832 

計 44,380 

１年内       13,661千円

１年超 32,008 

計 45,669 

  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

   リース資産減損勘定の残高       8千円 

（注）        同左 

(3）支払リース料、減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 57,640千円

減価償却費相当額 57,640 

支払リース料       38,357千円

リース資産減損勘定の取崩額 1,233 

減価償却費相当額 37,124 

減損損失 1,241 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 貸借対照表計上額が取得原価を超えないもののうち、決算日における時価の下落率が50％以上のものについて

は、減損処理を行っておりますが、当期の減損処理額はありません。 

２．時価評価されていない有価証券 

区分 種類 取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

(1）株式 41,865 64,959 23,093 

(2）債券 － － － 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 41,865 64,959 23,093 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

(1）株式 1,294 1,157 △136 

(2）債券 － － － 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,294 1,157 △136 

合計 43,159 66,116 22,956 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 33,100 



当事業年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 貸借対照表計上額が取得原価を超えないもののうち、決算日における時価の下落率が50％以上のものについて

は、減損処理を行っておりますが、当期の減損処理額はありません。 

２．時価評価されていない有価証券 

区分 種類 取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

(1）株式 73,989 113,651 39,661 

(2）債券 － － － 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 73,989 113,651 39,661 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

(1）株式 1,294 728 △565 

(2）債券 － － － 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,294 728 △565 

合計 75,283 114,380 39,096 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 33,100 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

 当社は、通貨スワップ取引及び金利スワップ取引

を利用しております。 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんの

で、該当事項はありません。 

  

(2）取引に対する取組方針 

 当社は、基本的に金銭債権債務の残高の範囲内で

デリバティブ取引を利用することとしており、レバ

レッジの効く投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

  

  

(3）取引の利用目的 

 当社は、外貨建で発行した社債に係る元利金の支

払について、将来の取引市場での為替相場の変動リ

スクを回避する目的で、通貨スワップ取引を利用し

ており、変動金利支払の社債及び借入金について

は、将来の取引市場での金利上昇がキャッシュフロ

ーに及ぼす影響を一定の範囲に限定する目的で、金

利スワップ取引を利用しております。 

  

  

(4）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している通貨スワップ取引は、為替相

場の変動によるリスクを有しており、金利スワップ

取引は、市場金利の変動によるリスクを有しており

ます。 

 なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、いず

れも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の

契約不履行によるリスクはほとんどないと認識して

おります。 

  

  

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の契約及び管理は、経理部が行

っております。 

 なお、取引に関する管理規程は、特に設けており

ません。 

  

  

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 スワップ取引に係る想定元本は、この金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスク量又は信用リス

ク量を示すものではありません。 

 なお、通貨スワップ取引については、「外貨建取

引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権債務等

に振り当てているため、時価等の開示の対象から除

いております。 

  

  



２．取引の時価等に関する事項 

（税効果会計関係） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

（持分法損益等） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 デリバティブ取引については、振当処理されている

以外の取引はありません。 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、

該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

繰延税金資産  

会員権評価損 8,564千円

投資有価証券強制評価損 4,803 

店舗閉店損失引当金 42,024 

賞与引当金繰入限度超過額 8,886 

未払事業税 5,252 

繰越欠損金 394,912 

その他 2,628 

評価性引当額 △467,072 

繰延税金資産計 － 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △9,274 

繰延税金資産（負債）の純額 △9,274 

繰延税金資産  

会員権評価損      8,564千円

投資有価証券強制評価損 4,803 

店舗閉店損失引当金 8,743 

賞与引当金繰入限度超過額 5,950 

未払事業税 2,566 

繰越欠損金 418,147 

減損損失 221,670 

債務保証損失引当金 101,010 

その他 6,373 

評価性引当額 △777,831 

繰延税金資産計 － 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △15,795 

繰延税金資産（負債）の純額 △15,795 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当事業年度の法定実効税率と税効果会計適用後の負

担税率との差異については、税引前当期純損失を計上

しているため記載しておりません。 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．保証件数及び年間対象賃借料は次のとおりであります。 

年間対象賃借料には、消費税等は含まれておりません。 

３．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 個人保証に対して、保証料の支払及び担保の提供等は行っておりません。 

４．議決権等の所有（被所有）割合は、小川英彰氏が実質的に所有している名義書換未済（証券保管振替機構名

義）の株式である100千株を含めて算定しております。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 
取引の内容 
（注） 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役員及び個

人主要株主 
小川英彰 － － 

個人主要

株主 

(被所有) 

直接 

14.4％ 

－ － 

当社が賃借し

ている営業店

舗の賃借契約

に対する個人

保証 

－ － － 

氏名 
保証件数（件） 

（平成17年３月31日現在） 

年間対象賃借料（千円） 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

小川英彰 3 17,815 



当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

  債務保証に対して、保証料の支払及び担保提供は受けておりません。 

３．あじす高原ファーム(有)に対する債務保証は、同社の金融機関からの借入金に対して行ったものです。 

４．あじす高原ファームについては、当社個人主要株主である小川英彰氏が平成17年７月28日に増資を引き受け

たことにより議決権の55.5％を直接保有することとなり、当社の関連当事者に該当することとなりました。

５．あじす高原ファーム(有)については、小川英彰氏が保有する当社の全株式を平成17年９月13日に譲渡したこ

とにより、関連当事者に該当しないこととなったため、取引金額及び期末残高については、関連当事者でな

くなった時点の金額を記載しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関係内容 
取引の内容 
（注） 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

主要株主

(個人)及

びその近

親者が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社等 

あじす高

原ファー

ム(有) 

山口県 

山口市 
60,000 

ブライダ

ル事業 

レストラ

ン事業 

－ － －  債務保証 269,656 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 112円82銭

１株当たり当期純損失 34円76銭

１株当たり純資産額      45円89銭

１株当たり当期純損失 145円22銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失が計上されているため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失が計上されているため記載しており

ません。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純損失（千円） 182,127 809,142 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 182,127 809,142 

期中平均株式数（株） 5,239,934 5,571,855 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権１種類（旧商法に基づ

く新株引受権42千株） 

－ 



（重要な後発事象） 

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

 至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

 至平成18年３月31日） 

―  平成18年３月20日開催の当社取締役会において決議され

た第三者割当増資による新株式発行について、以下のとお

り実行をいたしました。 

①発行済新株式数 

 普通株式 4,240,000株 

②発行価格 

 １株につき 360円 

③発行価格の総額 

 1,526,400,000円 

④資本組入額 

 １株につき 180円 

⑤申込期日 

 平成18年４月10日 

⑥払込期日 

 平成18年４月10日 

⑦配当起算日 

 平成18年４月１日 

⑧割当先及び株式数 

 株式会社ジー・コミュニケーション  3,400,000株 

 ＢＳＬ株式会社            840,000株 

⑨割当新株式の譲渡報告に関する事項等 

 割当先との間において、割当新株式発行日（平成18年４

月10日）より２年間において、当該割当新株式の全部及  

び一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名

及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、

譲渡の方法等を当社に書面にて報告することの内諾を受け

ております。 

⑩資金使途 

 有利子負債の圧縮、新規出店及びＭ＆Ａ資金の一部に充

当するものとします。  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱グルメ杵屋 70,000 64,470 

㈱西京銀行 50,000 26,500 

東洋証券㈱ 13,150 11,466 

㈱西日本シティ銀行 16,193 10,395 

㈱山口銀行 5,000 9,180 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 3,339 5,746 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
3 5,400 

㈱ジャフコ 400 3,552 

日本外食トラスト 60 3,000 

㈱ザ・メディアジョン 50 2,500 

その他 6,369 5,269 

計 164,564 147,481 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．当期増減額のうち、主なものは次のとおりであります。 

  増加  建物       改装     ５店舗  30,420千円 

      器具及び備品   改装     ６店舗  10,472千円 

  減少  建物       店舗閉鎖   ４店舗  89,403千円 

      器具及び備品   店舗閉鎖   ４店舗  29,526千円 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 3,566,681 36,713 
654,205 

(226,805) 
2,949,189 1,835,048 114,521 1,114,140 

構築物 450,588 6,949 
102,572 

(33,936) 
354,965 249,797 16,512 105,167 

機械及び装置 232,166 3,611 － 235,777 204,054 8,604 31,723 

車両運搬具 48,258 1,284 
16,598 

(232) 
32,944 29,942 1,391 3,002 

器具及び備品 765,755 39,902 
178,554 

(17,926) 
627,103 490,070 52,180 137,032 

土地 1,928,378 － 
272,346 

(267,296) 
1,656,031 － － 1,656,031 

有形固定資産計 6,991,830 88,460 
1,224,279 

(546,197) 
5,856,012 2,808,914 193,211 3,047,098 

無形固定資産               

借地権 20,577 － － 20,577 － － 20,577 

ソフトウェア 12,342 225 － 12,567 11,854 1,285 712 

電話加入権 21,963 69 － 22,032 － － 22,032 

施設利用権 10,290 － 
3,233 

(1,250) 
7,057 4,118 580 2,938 

無形固定資産計 65,173 294 
3,233 

(1,250) 
62,234 15,973 1,866 46,261 

長期前払費用 8,276 － 1,456 6,820 6,739 1,076 80 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 494,400 387,200 2.8 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 249,256 1,244,072 2.9 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,305,988 1,962,900 2.9 平成18年～38年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 4,049,644 3,594,172 － － 

区分 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 373,600 333,400 307,200 307,200 



【資本金等明細表】 

（注） １.資本金の増加額259,500千円、資本剰余金の増加額258,000千円及び発行済み株式数の増加1,500千株は、

以下の新株発行によるものです。 

発行年月日      平成18年１月23日 

発行形態       第三者割当増資 

発行した株式の種類及び発行済株式数  普通株式  1,500千株 

１株の発行価額    345円（総額 517,500千円） 

上記のうち資本組入額 173円（総額 259,500千円） 

    ２.当期末における自己株式数は、1,800株であります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。 

      店舗閉店損失引当金の当期減少額の「その他」は、減損会計の適用に伴う取崩額62,151千円及び、土地の収用

に伴う取崩額20,018千円であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 692,300 259,500 － 951,800 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 (注)1 （株） (5,240,000)  (1,500,000) （－） (6,740,000) 

普通株式 (注)1 （千円） 692,300 259,500 － 951,800 

計 （株） (5,240,000)  (1,500,000) （－） (6,740,000) 

計 （千円） 692,300 259,500 － 951,800 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金(注)1 （千円） 694,680 258,000 － 952,680 

計 （千円） 694,680 258,000 － 952,680 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 65,000 － － 65,000 

（任意積立金）           

別途積立金 （千円） 300,000 － － 300,000 

計 （千円） 365,000 － － 365,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 5,047 2,053 558 3,075 3,468 

賞与引当金 21,996 14,729 21,996 － 14,729 

店舗閉店損失引当金 104,020 26,621 26,829 82,170 21,642 

債務保証損失引当金 － 250,027 － － 250,027 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

ａ．相手先別内訳 

ｂ．期日別内訳 

３）売掛金 

ａ．相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 22,866 

預金   

当座預金 2,796 

普通預金 344,017 

別段預金 586 

郵便貯金 122 

小計 347,524 

合計 370,390 

相手先 金額（千円） 

㈱漬善商店 692 

合計 692 

期日別 金額（千円） 

平成18年４月 692 

合計 692 

相手先 金額（千円） 

イー・エス・フーズ㈱ 45,717 

㈱トーホー 5,962 

㈱ユービーイーホテルズ 3,592 

㈱やまぎんジェーシービー 2,777 

㈱九州ビザカード 2,067 

その他 95,909 

合計 156,026 



ｂ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

４）たな卸資産 

５）差入保証金 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 
Ｃ 

───── 
Ａ ＋ Ｂ 

 × 100 

Ａ ＋ Ｄ 
───── 
２ 

────── 
Ｂ 

───── 
365 

136,266 1,677,828 1,658,068 156,026 91.4 31.8 

科目 内訳 金額（千円） 

商品 既成土産 687 

製品 

餃子 3,135 

麺類 481 

ソース・畜肉類他 45,721 

計 49,339 

原材料 

工場用原材料 31,936 

店舗用原材料 26,587 

計 58,524 

貯蔵品 

工場用資材 13,834 

店舗用資材 107 

その他 26 

計 13,968 

合計 122,519 

相手先 金額（千円） 

広島県土地信託共同受託者 37,728 

村山泰宏 20,000 

㈱ステップ21 20,000 

森田泰昭 17,000 

㈲芳川管財 14,700 

その他 386,092 

合計 495,521 



② 負債の部 

１）買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱トーホー 24,061 

イー・エス・フーズ㈱ 21,879 

㈱朝日ミート 17,343 

㈱協食 6,253 

㈱東食 4,653 

その他 65,230 

合計 139,421 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成18年６月24日開催の第40期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、公告掲載方法が次のとおり

となりました。 

   公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときには、

日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

 http://www.spao.co.jp 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 10,000株券 1,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 新株券発行…無料  再発行…１枚につき50円＋印紙税相当額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 
毎年３月31日現在の1,000株以上ご所有の株主各位に、20,000円相当

（500円券40枚）の食事優待券を贈呈 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第39期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成16年６月27日中国財務局長に提

出。 

(2）半期報告書 

（第40期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日中国財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

平成17年９月21日中国財務局長に提出。 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

平成18年１月27日中国財務局長に提出。 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

平成18年３月22日中国財務局長に提出。 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

平成18年４月10日中国財務局長に提出。 

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(4）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

平成18年１月６日中国財務局長に提出。 

平成18年３月20日中国財務局長に提出。 

(5）有価証券届出書の訂正届出書 

平成18年３月22日中国財務局長に提出。 

平成18年３月20日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

平成18年３月23日中国財務局長に提出。 

平成18年３月20日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

     

    平成17年６月25日

株式会社パオ     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パオの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

パオの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

     

    平成18年６月24日

株式会社パオ     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パオの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

パオの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準に 

   より財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月10日、株式会社ジー・コミュニケーション及びＢＳ 

   Ｌ株式会社に対して第三者割当による新株式発行を実施した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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